
 

（参考資料） 

(問 ３) 訪問看護について、「訪問看護計画において、理学療法士等の訪問が保健師又は看

護師による訪問の数を上回るような設定がなされることは適当ではない」との解釈が示

されたが、これは、理学療法士等の訪問回数が、当該事業所が行う訪問全体の回数の半

数を超える利用者については、報酬を算定できないという趣旨か。 

【理学療法士等による訪問看護関係】 

 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス及び居宅療養管理指導

に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留

意事項について（厚生省老人保健福祉局企画課長通知 平成１２年３月１日付老企第３６号） 

 

第２の４〔４〕理学療法士等の訪問について 

 

 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この項において「理学療法士等」という。）によ

る訪問看護は、その訪問が看護業務の一環としてのリハビリテーションを中心としたものである場

合に、保健師又は看護師の代わりに訪問させるという位置付けのものであり、したがって、訪問看

護計画において、理学療法士等の訪問が保健師又は看護師による訪問の回数を上回るような設定が

なされることは適切ではない。 

 なお、言語聴覚士による訪問において提供されるものは、あくまで看護業務の一部であることか

ら、言語聴覚士の業務のうち保健師助産師看護師法（昭和 23 年法律第 203 号）の規定に関わら

ず業とすることができるとされている診療の補助行為（言語聴覚士法（平成９年法律第 132 号）

第 42 条第１項）に限る。 

 

平成１８年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol．１） 

 

（答）訪問看護に期待されるものは、第一義的には看護師又は保健師によって提供されるものであ

る。一方、退院・退所後等に必要となるリハビリテーションのニーズについては、医療機関等

による訪問リハビリテーションにおいて提供されることを期待しており、このため、今回の報

酬改定においては、より効率的・効果的なリハビリテーションを実施する観点からリハビリテ

ーションマネジメントを導入し、退院・退所後等の短期集中的なリハビリテーションの実施を

推進するための加算を設定したところである。 

したがって、各自治体におかれては、この趣旨に則り、必要に応じて、各事業所に対し、看

護師を新規に確保するなどのサービス提供体制の見直し等について指導方願いたい。なお、介

護報酬の算定との関係では、こうした見直し等の期間を考慮した一定期間（例えば６月間程度

など）を設けるなど、ただちに報酬を算定できない取扱いとすることによって利用者の生活に

支障を来すことのないよう配慮されたい。  

また、仮に半数を超える場合であっても、リハビリテーションのニーズを有する利用者に対

し、①病院、老人保健施設等が地域に存在しないこと等により訪問リハビリテーションを適切

に提供できず、その代替としての訪問看護ステーションからの理学療法士等の訪問が過半を占

める場合や、②月の途中で入院等によりサービスの提供が中止となり、結果的に理学療法士等

による訪問が上回る場合など、③適切なケアマネジメントを踏まえた上で、利用者個々の状況

を勘案して、一定期間経過後であってもなお、やむを得ないと認められる場合については、各

自治体の判断により、算定できる取扱いとして差し支えない。 

                           （番号、下線部分は市が加筆） 


